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はじめに

　ボランティアによる被災者支援は、平成７年の阪神・淡路大震災から始まったと言われており、
それ以降、全国で発生する大規模な災害では、被災地の社会福祉協議会などに「災害ボランティ
アセンター」が設置され、試行錯誤を経て、現在、被災地のボランティア活動は着実に円滑に進
められるようになってきました。

　本道では、平成28年８月から９月にかけて北海道を襲った台風等による甚大な被害があった南
富良野町など４町において、センターの運営やボランティアの受け入れ、関係機関との連携など
の取り組みが行われました。
　また、平成30年９月６日に発生した北海道胆振東部地震では、全道各地に大きな被害がもたら
されましたが、多くの方々が犠牲になるなど、特に被害が甚大であった厚真町など３町において
災害ボランティアセンターが開設されたほか、その他地域でもニーズに応じたボランティア活動
が展開されてきました。

　北海道災害ボランティアセンター（北海道社会福祉協議会）では、各社会福祉協議会が事前に
対策を行う助けとなるよう、平成28年の大雨等災害の教訓をもとに本書第１版を、以降は平成
30年の北海道胆振東部地震の教訓を生かすべく改訂版を作成してきたところです。
　本書の特徴は、いわゆる市町村名だけを埋め込む簡易な策定マニュアルではなく、それぞれの
項目を理解した上で策定できるよう、「考え方のガイド」としております。
　これは、災害の種類や支援ニーズが多種多様であることや、北海道特有の気候への対応、地域
事情が大きく違う事から、マニュアル記載以外のことに臨機に対応できないことを回避するもの
であり、市町村、関係機関と災害ボランティアセンターを設置する機関が、話し合いながら各市
町村に合った災害ボランティアセンター運営マニュアルを策定するというプロセスを大切にして
いただきたいとの願いからのものです。

　全国的には、令和元年は各地に甚大な被害をもたらした「令和元年東日本台風」を含め126か
所、また、新型コロナウイルス感染症が感染拡大した令和２年には「令和２年７月豪雨」により
26か所（全国社会福祉協議会調べ）の災害ボランティアセンターが開設されました。このことは、
災害を決して他人事としてとらえることなく、各社会福祉協議会が災害発生時において担う役割
の大きさを示しているといえます。
　さらに今後は、災害ボランティアセンターの運営や災害ボランティア活動に対する新型コロナ
ウイルス感染症を含む各感染症への対策についても検討し、平時から備えていく必要があると考
えられます。

　これまで災害ボランティアセンターの運営は、被災地内に限らず、全道、全国の様々な方々の
支援により、長期に渡って支えられてきましたが、同時多発的・広域に災害が発生した場合や感
染症の蔓延状況によっては、外部からの支援を安定して得られないことも考えられます。

　こうした中、多発する災害と感染症対策、それに立ち向かう全国の社会福祉協議会の活動によ
り蓄積されたノウハウ等を盛り込み、今般、本書第４版を加除式で作成いたしました。
　本書が、被災地において、各社協が災害ボランティア活動を速やかに行い、一日も早く日常生
活ができる体制を全道に整備する一助になれば幸いです。

　　　令和３年３月
社会福祉法人　北海道社会福祉協議会
北海道災害ボランティアセンター　　
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Ⅰ　災害ボランティア
　　センターの基本的事項





　新型コロナウイルス感染症の影響下では、災害発生時に全国から多くのマンパワーが現場に駆け付け
るといった、これまでの支援のあり方を見直さねばなりません。
　また、この状況は今後もしばらく続くと同時に、被災地で起こりうる他の感染症への配慮も必要とな
ります。これまでの支援方法を知るとともに、感染症が懸念される状況下での支援方法についても本書
を参考に考えていきましょう。

目的・機能
１　目　的
　「○○災害ボランティアセンター」（以下、○○災害VCとも表記する）とは、大規模災害等が発生し
た際に、○○（市町村社会福祉協議会）が、○○災害対策本部（行政）と連携して設置するボランティ
ア活動の拠点である。被災により生じた困難・問題を軽減・解決するため、市町村内はもとより、道内
外から駆けつけるボランティアを被災者等のニーズをもとに、必要としている場所へ案内し、地域の復
旧・復興及び被災者の自立生活を支援することを目指すものである。
　
２　機　能
　⑴被災者ニーズの受付や発掘と対応
　　・災害対策本部と連携し、被災状況やライフライン状況の確認
　　・ニーズの受付、相談、被災世帯調査、潜在ニーズの発掘等

　⑵ボランティアのコーディネート
　　・�ボランティアの募集、円滑なボランティア活動への配慮（受付、オリエンテーション、活動調整、

安全・健康管理等）　

　⑶資金、活動資機材等の調達、管理・運用
　　・活動資金の調達、活動資機材の調達・調整

　⑷中長期的な被災者支援と復興に向けたプランニング
　　・災害VC閉所の検討と生活支援（相談員）への移行

　⑸その他

●　災害時には多くの「被災者を支援したい人（ボランティア）」が現場へ駆けつけますが、「支援
を願う人（被災者）」と結び付ける（マッチング）ためには、現地に案内所の役割を担う機能（市
町村災害ボランティアセンター）が必要です。

●　被災者側にも、当事者やその家族等だけで復旧が困難な場合には、ボランティアの支援要請等
を相談できる窓口（市町村災害ボランティアセンター）が必要です。

●　ボランティアの自由意思や任意性を尊重しつつ、被災者が本当に必要とするニーズに応じて、
効率的かつ効果的な支援活動を展開するためには、一定の秩序ある組織的な活動が不可欠であり、
その中心となる組織が「市町村災害ボランティアセンター」です。

●　ただし、感染症の拡大が懸念される状況下では、ボランティアのみならず、災害ボランティア
センターの運営協力者を広域から募ることが感染拡大につながる恐れがあるため、通常のボラン
ティアセンターによる支援活動や地域内の住民同士で助け合う「共助」も支援の一つとして視野
に入れていく必要があります。

●　北海道災害ボランティアセンターと市町村災害ボランティアセンターの関係のイメージ図は次
ページのとおりです。

ポイント！
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Ⅱ　災害ボランティア
　　センターの設置運営





災害に対する職員の行動指針（主に、災害VC運営に携わる職員に関して）
⑴平常時
　〇マニュアルの点検、検証（感染症対策を踏まえた見直しなど）
　〇災害ボランティア活動の範囲の検討整理（危険な活動、ゴミの取り扱いなど）
　〇「災害時に助け合える関係性づくり」を念頭に通常業務を推進
　　（行政、関係団体などとの関係性構築・協定締結）
　〇緊急連絡網や災害時役割分担の設定・更新
　〇災害用備品や非常用持ち出し袋、感染症対策物品の確保・点検（社協および職員）
　〇インターネット環境や通信機器等の整備
　〇職員の体調管理・健康チェック

⑵災害発生時
　①災害発生直後
　　【各職員】
　　〇自己、家族、近隣住民の安全確保や確認、二次被害の防止を実施
　　〇正確な災害情報の把握
　　〇職員参集基準、連絡網による指示などに基づき、自身の行動を決定
　　【事務局】
　　〇職員の安否確認
　　〇職員参集範囲の判断・参集の命令（特に夜間・休日の場合）
　　〇災害対策本部等と連携した正確な災害情報の把握
　　〇緊急会議への移行判断と緊急会議参加者への連絡
　　〇緊急会議の開催と災害VC設置判断

職員参集基準の例（主に、夜間休日の場合。道社協指針を参考に作成）
区　分 被害状況 対 象 者 業務内容
自宅待機 【地震・津波】

　震度４以下
　津波注意報発令
【風水害等】
　�暴風雨（雪）大雨洪水高潮噴
火等警報の発令

事務局長、事務局次長、総務部
長（課長）、
他関連部署の部長等

・災害情報の収集
　（メディアより）
・�収集情報に基づき事務局待機
への移行判断
・緊急連絡網による連絡

事務局参集 【地震・津波】
　震度５弱以上
　（大）津波警報発令
【風水害等】
　�暴風雨（雪）大雨洪水高潮噴
火等により避難準備・避難勧
告・避難指示（緊急）が発令

事務局長、事務局次長、総務部
長（課長）、
他関連部署の部長等

・災害情報の収集（メディアより）
・�災害対策本部及び行政関係部局
から被災状況等情報収集、連携

・道社協との情報共有
・緊急会議開催判断
　（災害VC設置判断）
・緊急連絡網による連絡

　災害発生時において北海道社協の果たす役割はこれまでと変わらず、災害発生直後には情報収集に努め、被
災地社協の意向を踏まえて速やかに救援活動を行います。
　ただし以下の場合には、被災地における被災者への十分な支援が可能な体制であることを現地と協議・確認
した上で、遠隔（札幌を拠点とする）での後方支援により、被災地近隣の地区事務所職員派遣や、近隣市町村
社協職員に対する派遣の協力要請を行うことも想定されます。
・�新型コロナウイルスの感染拡大により、被災地社協より本会職員（本部）の派遣を控えるよう意向があった
場合
・その他の原因により、本会職員が被災地へ向かうことが困難な場合（道路寸断など）

「令和３年２月、北海道社協作成「新型コロナウイルスの感染状況下における『市町村災害
VC設置運営マニュアル』の道社協の行動・考え方のポイント」より（参照：Ⅲ 関係資料集）

災害発生時における北海道社協の行動 ～感染症拡大状況下～
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　②緊急会議における協議事項の例
　　・災害VC設置の判断
　　・各部署が収集した情報の共有
　　・直ちに災害救援活動実施が必要な事項への対応
　　・市町村災害対策本部との連携や被災者ニーズの把握方法
　　・災害VC運営にかかる活動経費、職員体制
　　・通常業務の継続の有無（継続、延期、中止など）
　　・情報発信（メディア、HPなど）
　　・北海道社協、その他関係機関との連携
　　・次回会議（場合によって、災害VC本部会議に移行）の開催日程等
　　　※�緊急会議の構成員は、会長、常務理事、事務局長、事務局次長、各部長、関係課長、その他必要を認

めた者とする。

　③災害発生～３日程度（以下、災害VC運営を前提とした対応）
　　災害VC運営職員は基本的に○○（社協事務所等）に参集し、以下の業務に対応する。
　　�（なお、参集職員は、動きやすい服装で参集する。家族、地域での救助活動が優先される等自身の
被害状況を判断し、参集不可能な者は所属長へ連絡を行う。）

　　〇被災地域や避難所に先発隊を派遣し、実際に被災状況を把握する。
　　〇災害対策本部に職員を派遣するなど行政と連携し、精度の高い情報収集を行う。
　　〇各班は、上記で収集した情報を共有し、協議のうえ対応する。
　　〇災害VC運営準備、被災者支援、広報を開始する。

　④災害VC運営時期
　　災害VCを運営する。
　　〇災害VC設営、活動資機材調整、応援職員（道内社協応援協定）要請
　　〇ニーズ調査（状況に応じた調査内容、調査方法を選択）
　　〇災害ボランティアのマッチング
　　〇積極的な広報（ボランティア向け、被災者向け）
　　〇市町村内の協力機関や団体と協力したセンター運営の実施
　　〇災害VC縮小に向けた検討（取り残したニーズがないか再度確認を実施）

　⑤復興への移行時期（災害VC縮小～）
　　復興への活動を支援する。
　　〇生活支援相談員（通称：地域支えあいセンター）配置の検討
　　〇市町村内の担い手による支援への移行
　　〇新たな地域福祉活動の展開
　　〇災害VC閉所に向けた検討

○災害発生最初期に「各自どう行動するか」職員間での意思統一がされていますか？

　胆振東部地震災害 VC運営社協職員へのインタビューでは、発災当日や翌日「自身の安全は確保できたが、
近所の方に声をかけられ、避難所を手伝うなどしていたため、社協には参集しなかった」との声が聞かれまし
た。大規模災害時には、連絡網が機能せず連絡が取れない場合も想定できますので、最低限次の事項を定めて
おくことは重要です。
　・�災害ボランティアセンター運営にかかわる職員は、緊急連絡（網）をもれなく受信できるよう注意を払う

こと。
　・緊急連絡網が機能しない場合、自らの安全を確保したのちに、一旦、社協事務所等へ集合すること。

災害発生最初期の行動について ～胆振東部地震災害VC職員意見から～
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Ⅱ　災害ボランティアセンターの設置運営

～災害ボランティアセンターの設置について～

１ 初動期

災害ボランティア活動のフェーズ　初動期

初動期 応急期 復旧・復興期 平時の備え

動き
被災状況

把握

災ＶＣ

開設判断

行政との

連携・調整

災ＶＣ

設置場所
資金調達 資機材調達

災ＶＣ活動の方向性

運営要員確保

関連

項目
⑴設置主体　　⑵設置判断

⑶
設置場所

⑷
運営資金

⑸
活動資機材

⑹�センター運営
方針の決定

⑺組織体制
⑻運営スタッフ

災害発生





⑴設置主体
　○○（※社協等）は○○災害対策本部（行政）と協議したうえで、○○災害ボランティアセンターを
設置する。
　なお、必要に応じ、○○（※関係団体やNPO等）に運営協力を要請する。

●　災害ボランティア活動、センター運営は地元の行政や関係団体との連携・協働が欠かせないた
め、行政との信頼関係が構築されており、中立的な立場で日常から関係団体等と組織的なネット
ワークを持つ地元の民間団体（市町村社協）が中心となることがほとんどです。

●　制度的に社協がセンターの設置・運営を担うと決まっている訳ではありません。地域のボラン
ティア団体・NPO、青年会議所、日本赤十字社、中間支援組織などがそれぞれの強みを活かし
た災害ボランティアセンターの設置・運営を支援する仕組みを検討し、明確に各市町村の地域防
災計画等において、位置付けておくことが重要です。
　　さらに、各市町村との協定を締結し、その中に具体的な情報共有の仕方（例えば、災害ボラン
ティアセンターが災害対策本部の会議に出席する、連絡担当者を定めるなど）や費用の負担（「⑷
運営資金」）について、事前に確認をしておくことも重要です。

ポイント！

（参考）【社協が災害ボランティアセンターを運営する意味】

　①地域を基礎に活動を展開
　・日常的に住民と接している（地縁組織と顔の見える関係）
　・�センター閉所後は、社協の本来的機能として、被災者の生活支援、被災地の復興支援にあたる

（生活支援相談員による支援など）
　②地域福祉を推進する団体としての機能・事業
　・ほとんどの社協は平常時から「ボランティアセンター」という機能を有する
　・福祉の相談機関・福祉サービス事業者として要援護者を把握している
　・もともと使命として、地域の生活課題を把握し、解決する機能を有している
　・行政や幅広い機関・団体とも関係を構築している
　・民間としての機動力がある
　③全国的なネットワークを有する組織
　・すべての自治体に存在する
　・全国的なネットワークを有している　等

出典：全国社会福祉協議会『平成30年度災害ボランティアセンター運営者研修』資料より

○災害VC設置運営マニュアルについて

・�　「策定済み」、「策定予定がある」を合計すると、道内62.7％の社協で整備が進んでいます（令和２年４月
北海道社協調べ）。北海道災害 VCとしては、主に次の観点より各市町村におけるマニュアル整備を推奨し
ています。
　　①迅速な災害 VC設置のためのチェックリストとして有効なこと
　　②災害 VC運営支援者の活動マニュアルとして有効なこと（引継ぎ作業の負担軽減）

○市町村行政との災害ボランティアセンター設置運営に関する協定について

・�　迅速なセンター開設および役割分担の明確化のために、あらかじめ協定を締結している市町村は12.7％あ
ります（令和２年４月北海道社協調べ）。
　�　協定では、①センター設置の判断　②センター設置場所　③活動資機材の確保　④費用負担　⑤補償（ボ
ランティア保険関係）について定められています。

災害VCマニュアル、市町村との協定 ～北海道災害VC調査（令和２年４月）から～
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⑵設置の判断
　○○災害対策本部設置後、住民の被災状況等から災害ボランティアによる救援が必要であると認めら
れる場合、○○（※社協等）は、災害対策本部と災害ボランティアセンターの設置について協議を行い、
設置の判断を行う。また、北海道社会福祉協議会との間で締結した「災害救援活動支援に関する協定」
に基づき、北海道社会福祉協議会に対し、設置決定に関する連絡や支援の要請を行う。

●　北海道社協の派遣する先遣隊と情報を共有しながら進めます。

●　局所的で小規模な被災の場合は、災害ボランティアセンターを設置せず、通常のボランティアセ
ンターで対応することも念頭に入れておきます。

●　感染症の蔓延が懸念される状況下において、ボランティアによる支援が必要と認められる場合は、
行政から最新の感染状況や医療提供体制などの情報を収集し、保健師など感染症予防の専門家から
の意見などを踏まえ、市町村行政と十分に協議して災害ボランティアセンター開設を検討します。
ただし、緊急事態宣言下では公立施設の使用制限等により開設困難な場合も想定されるため、被災
者への支援方法などは日頃から市町村行政と協議しておきましょう。

●　設置が決定した場合は、広報誌、チラシ、ホームページを活用し、地域住民、ボランティア、
関係機関・団体へ周知をします。併せて北海道災害ボランティアセンターにも設置の報告をしま
す。北海道災害ボランティアセンターは、道内の各災害ボランティアセンターのホームページや
Facebook へのリンク等を通して広報を支援します。

●　ボランティア、マスコミへの広報媒体は、ホームページと Facebook を併用することが一般的
な認識となっています。平常時から自ら運用し備えておくとよいでしょう。
　　なお、広報に関する参考図書として「災害ボランティアセンターにおける広報
ガイドライン」（東京ボランティア・市民活動センター発行、平成27年）があります。
　（ダウンロード可能：https://www.tvac.or.jp/kouhouguideline.pdf）

●　災害ごとの被災の規模や被災者のニーズによって基準は異なるため、明確な基
準はありませんが、被災状況による設置判断として下記の例も参考になります。

ポイント！

被災状況 救援活動の体制

レ
ベ
ル
１

・局所的な小規模災害
・一部地域で家屋が半壊
・一部地域で多数の床下浸水
・ライフラインがほぼ正常稼動
・一部地域で住民が避難

・�被災地の市町村社協等が中心となって災害
救援活動を展開
・通常のボランティアセンターを活用
・北海道社協は後方支援

レ
ベ
ル
２

・比較的に局所的だが、中規模な災害
・一部地域で家屋が全壊・半壊
・一部地域で多数の床上・床下浸水
・ライフラインがほぼ正常化稼働
・一部地域で住民が避難

・災害ボランティアセンター設置の検討
・�ニーズ調査を行い、状況によって、ボラン
ティアの募集を判断
・�被災地の市町村社協と調整し、北海道社協
より道内社協へ職員派遣を要請

レ
ベ
ル
３

・中規模災害
・市町村内で多数の家屋が全壊・半壊
・市町村内で多数の床上・床下浸水
・ライフラインが一部寸断
・一部地域で人的被害あり避難所が開設
・交通網が一部でマヒ

・被災地に災害ボランティアセンター設置
発生直後から数週間はニーズも多く、北海
道社協と道内市町村社協で応援体制を確保

・�被災地の市町村社協と調整し、北海道社協
より北海道・東北ブロックをはじめ、全国
の社協へ職員派遣を要請

レ
ベ
ル
４

・激甚な災害により道内大部分が被災
・�広域で多数の家屋が全・半壊や床上・床下
浸水、死傷者多数、避難所が開設
・ライフラインが広範囲にわたり途絶
・幹線道路や鉄道など交通網がマヒ

・被災地に災害ボランティアセンター設置
・�全国の社協による職員派遣など支援体制を
確保

※秋田県社会福祉協議会『市町村災害ボランティアセンター設置運営マニュアル作成ガイドライン』
　（平成24年10月）P８を一部修正のうえ引用
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⑶設置場所
　○○災害ボランティアセンターの設置場所は◆◆（※設置場所）とする。当該施設が被災等により使
用できない場合は、○○災害対策本部と協議の上、設置場所を決定する。

●　災害対策本部との情報共有やボランティアの移動に要する時間短縮などの観点から、①現場に近い、
②一定期間利用が可能、③ボランティアが来訪しやすい利便性、④ボランティア受付や活動用資機材
保管のための十分なスペース、⑤大型車両対応可能な駐車場　等が検討要素です。

●　北海道胆振東部地震の際には、１日最大で400名弱（各町最大／１日　安平町397名、むかわ町387名、
厚真町283名）のボランティアが訪れました。このため「受付及びマッチングのための待機スペース」
及び「対応できる駐車場（台数）の確保」が大きなポイントとなりました。

●　感染症拡大状況下では、人が密集しないスペースや換気が十分に行える場所であることに留意しま
す。また、緊急事態宣言発令により公共施設が使用できなくなることが想定されるため、その場合の
設置場所についても検討しておきましょう。

●　事前に予定地を検討する場合、避難所予定施設は避けたほうが良いでしょう。また、社協事務所と
の距離の近さも検討要素の一つでしょう。なお、候補地が使用不可になる場合も想定し、複数の候補
地を想定しておくことが大切です。

●　災害ボランティアセンターが冬期間に設置される場合に備え、暖房設備がある（用意できる）こと
や資機材置場等にテント設置が難しい場合の想定（物置やプレハブがある等）もしておきましょう。

ポイント！

大人数のボランティアが受付や待機をするスペースがあるか☑

十分な駐車場があるか（必ずしもセンターに隣接する必要はない）☑
※１日の受入ボランティア数を想定し、場所の検討をします※

センター設置場所選定の際の重要ポイント ！！

参考：北海道胆振東部地震での災害ボランティアセンター設置場所（もっとも受入が多い一時期）
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⑷運営資金
　○○災害ボランティアセンターの運営にかかる資金は、下記を活用する。
　①�災害救助費負担金の国庫負担（災害発生時に災害救助法が適用された場合には、市町村行政と委託
契約を締結する必要があります）

　②�市町村行政からの支援（事前に協定等を締結するなど、費用負担について協議しておくことが有効
です）

　③災害等準備金（実施主体：北海道共同募金会　要綱：Ⅲ 関係資料集に掲載）
　④各社協による災害に関する独自の積立金
　⑤その他（企業や個人からの寄付金）

●災害救助費負担金の国庫負担対象経費について（一部人件費および旅費）
　　共同募金会の災害等準備金は、センター運営の財源の一つでありますが、助成対象が限られお
り人件費には充当できません。しかし「令和２年７月豪雨」以降の災害より、災害ボランティア
センターで行う救助とボランティア活動の調整に必要な人件費の一部（主に、時間外勤務手当、
新たに雇用する臨時職員および非常勤職員の賃金）および災害 VCに派遣する職員の旅費につい
ては、災害救助法の国庫負担の対象となりました。この適用には、災害毎に市町村行政との委託
契約を締結する必要があります。
　　ただし、その他センターの設置・運営に係る経費は対象外のため、市町村行政と国庫負担の対
象外経費に関する資金面での支援について事前に協議し、それを踏まえて協定を締結しておくこ
とも重要です。

●災害等準備金について
　　各都道府県共同募金会が、災害に備えて赤い羽根共同募金の一部（３％）を積立て、被災地
における災害ボランティア活動の支援に助成する仕組みです。概算払いが可能で、助成基準額は
300万円（複数回の申請が可能）であり、災害ボランティアセンター運営に関わる幅広い経費が
助成対象となっています。
　　なお、基本的な対象期間は発災後６か月間（状況に応じ延長は可能）となっています。
　　ただし、北海道内で同時多発災害が発生した場合などには、災害等準備金による経費の支弁が
困難となる可能性も考えられるため、平時よりセンター運営のための財源確保について検討して
おきましょう。

　【災害等準備金の助成対象経費の例】

　

〈購入可能〉 〈原則レンタル対応〉 〈設備工事・管理経費〉

・少額の機器
・事務用品、消耗品
・レンタル対応不可の備品
　（発電機／トランシーバー）

・車両（移動用、運搬用）
・ユニットハウス（プレハブ）
・仮設トイレ
・大型プリンター、コピー機
・パソコンと周辺機器

・水道、電気、電話設備工事費
・水道、電気、電話使用料
・インターネット接続料
・車両燃料費
　（ボランティア保険料）

　こうした経費は代表的な例であり、活動状況によってこれ以外に助成することも可能
※全国社会福祉協議会『平成29年度災害ボランティアセンター運営者研修』資料を参考に作成　　

●AMAZON「ほしいものリスト」の活用
　　物品による寄付募集方法として、AMAZON「ほしい物リスト」を活用する場合があります。
災害 VCのアカウントで AMAZON「ほしい物リスト」に登録し、賛同した方が購入し災害 VC
へ物品が配達される仕組みです。災害等準備金では対応できないが、活動に必要な物品（例：個
宅の整備のための消耗品、ボランティア地域住民がともに集えるスペースの設置資機材など）を
手配する場合などに活用できるでしょう。
　　なお、物流が回復していなければ活用できませんし、賛同者の有無は事前にはわからないとい
うことも前提に活用を検討しましょう。

ポイント！
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⑸活動資機材
　○○災害ボランティアセンター運営にかかる活動資機材については、次の機関等と協力し調達を行う。
　①○○災害対策本部
　②民間事業者（ホームセンターなど）
　③北海道、北海道社協及び道内市町村社協
　④その他（青年会議所、災害関係NPOなど）

●　災害発生時には、ホームセンターなどで通常販売されている活動資機材が不足（売り切れ）する場
合があります。すぐに調達できるよう、地元の行政・団体・企業等と事前調整しておくことが大切です。

●　北海道災害 VCは、北海道が保有する災害ボランティア活動資機材の貸し出し受付窓口を担ってい
ます。これは過去の災害で使用した資機材の寄付を受けたものであり、水害に対応する資機材が多く
なっています（参照：Ⅲ 関係資料集）。資機材の搬送については都度調整が必要です。

●　備品・事務用品などは、災害ボランティアセンター運営用として、通常業務とは別に用意すること
が望ましいでしょう。活動資機材は種類や数量が多いので、管理票等を作成し管理を行うことが大切
です。
　　なお、「購入したもの」「無料借用したもの」「有料借用したもの」「寄付されたもの」に分類して管
理しておくようにしましょう。

●　感染症の拡大に備えて、感染症対策物品（マスク、消毒液、非接触型体温計など）のリスト化と確
保に努めましょう。

ポイント！

　�　災害ボランティアセンター運営で使用する活動資機材の例を、以下に掲げます。
　�　なお、活動資機材に関する参考図書として「災害ボランティア用活動資機材調
達〝虎の巻〟」（災害ボランティア活動支援プロジェクト会議モノ部会発行、平成
30年）があり、活動資機材の例はこの冊子からの引用です。

　（ダウンロード可能：☞「災害ボランティア活動資機材　虎の巻」で検索）

　①災害の種類に関わらずセンター運営に必要なもの

　

「災害ボランティア活動資機材　虎の巻」（災害ボランティア活動支援プロジェクト会議モノ部会発行、平成30年）、P11より引用　　　　　　
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　②主に地震発生時に必要な活動資機材の例

　

「災害ボランティア活動資機材　虎の巻」（災害ボランティア活動支援プロジェクト会議モノ部会発行、平成30年）、P３より引用　　　　
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　③主に水害発生時に必要な活動資機材の例

　

「災害ボランティア活動資機材　虎の巻」（災害ボランティア活動支援プロジェクト会議モノ部会発行、平成30年）、P５より引用　　　　
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要　素 方　針

センターの理念・目標
【ポイント】
センターの理念を定めることは重要です。災害復旧後の社協活動
を見据えた理念の設定を行います。

ボランティアの活動時間
（�受付開始・受付終了時
刻、活動時間帯、活動
中休憩時間の設定）

【ポイント】
基本は「２　応急期」の「⑴一日のタイムスケジュール」により
ますが、活動の状況、季節によって変化する場合があります。
（早朝のニーズ、猛暑時の活動時間短縮など）

ボランティア募集範囲
（市町村外受入など）

【ポイント】
発災直後は市町村内のみ➢本格稼働後は広く市町村外➢縮小期は
登録ボランティアに声をかける、など変化します。

ボランティア募集年齢
（高校生以上など）

【ポイント】
災害ボランティア活動には、危険な業務だけではなくセンター運
営、軽作業、訪問活動など幅広いものがあります。

ボランティアの活動内容
・範囲

【ポイント】
発災直後＝典型的な活動（泥出し、災害ごみ整理、ポスティング
など）を早めに明示すると、ボランティア、被災者双方の混乱を
避けることができます。
活動最盛期＝ニーズ調査が進むと、災害ボランティアでは担い難
い要望が出る場合があります。そういった活動は関係機関につな
ぐ、専門的な技能を持つNPO等と連携するなどの手段を考え柔軟
に対応します。

⑹センター運営方針の決定
　次の要素について、災害の状況に応じセンター運営の方針を定める。

●　感染症の蔓延が懸念される状況下では、ボランティアの募集範囲（例：被災市町村内、
振興局管内など）を限定して支援活動を行うことが考えられます。そうした場合、支援活
動にあたるボランティアが不足するため、支援対象を高齢者や障がい者などに重点を置き、
ボランティアによる活動の範囲を限定し、活動内容に優先順位を付けて対応せざるを得な
くなります。
　　また、センター開設中にボランティアや運営スタッフに感染者が発生したり、体調不良
者や感染疑いのある方が生じる可能性があります。運営方針を決める際には、これらのこ
とを考慮し、体調不良者発生時の対応について、あらかじめ検討しておく必要があります。

ポイント！
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⑺組織体制【例示】
　次の班を設置する。ただし、災害の規模や人員状況により兼務、または担当業務の細分化を行う。

⑻運営スタッフ
　①○○社協職員
　②応援社協職員（「災害救援活動の支援に関する協定」による応援者、北海道社協他）
　③運営ボランティア（NPOや地元関係団体・個人など）
　④その他

●　センター長や副センター長は、行政、関係機関と調整する機会が多いため、恒常的に従事でき
る方が望ましいでしょう。

●　北海道社協と道内179すべての市町村社協では「災害救援活動の支援に関する協定」（参照：
Ⅲ 関係資料集）を締結しており、職員支援体制が整っています。また、大規模広範囲に及ぶ災
害の場合、全社協を通し全国各地より職員応援の可能性があります。

●　ただし、感染症の蔓延が懸念される状況下では、地域間の移動が制限されるなど、他市町村社
協職員による応援が困難となることも考えられます。そのため、市町村内や近隣の関係団体・施
設・ボランティアなど多様な担い手と、災害発生時にセンター運営を協働・協同できるような関
係を事前に作っておくことが重要です。
　　なお、感染症の影響によらず、災害発生時にNPOや長期的なボランティア等と協同した例と
して、北海道胆振東部地震において安平町災害ボランティアセンターでは、学校法人と社協によ
る協働でセンター運営を行い、地域のニーズに柔軟に対応することができました。

ポイント！

○○社会福祉協議会（会長）

法人運営部門

◎法人全体の運営業務
　・理事会・評議員会等開催
　・経理事務、職員労務管理　等
〇担当者（係）：【� 】

◎�災害時要援護者への対応（安
否確認など）
◎�社協が行う福祉サービス利用
者への対応
　・安否確認
　・ニーズ把握、サービス調整
　・災害 VCとの連携
　・関係事業所との連携
〇担当者（係）：【　　　　】

災害ボランティアセンター部門

災害ボランティアセンター長【局長兼務】

副センター長【� 】
（場合によって支所長）

◎災害 VC運営

○担当者（係）
【　　　　　　】

◎ボラ受付関係

○担当者（係）
【　　　　　　　】

◎ニーズ受付、調査
　マッチング
○担当者（係）
【　　　　　　　】

◎活動資機材関係
　物品消毒
○担当者（係）
【　　　　　　】

要援護者対応部門

事務局長

※この組織図は、各班業務を細分化し
た場合の例示です。状況に応じ柔軟に
班の統合や業務の移行を行います。

総務班 ボランティア受付班 ニーズ・マッチング班 資機材管理班
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Ⅱ　災害ボランティアセンターの設置運営

～災害ボランティアセンターの運営について～

２ 応急期

災害ボランティア活動のフェーズ　応急期

初動期 応急期 復旧・復興期 平時の備え

動き 情報発信 ニーズ調査 支援活動 災ＶＣ運営 ボラ募集

関連

項目

⑴一日のタイムスケジュール
⑵各班の業務内容　　　　　
⑶センター内レイアウト　　
⑷感染症対策　　　　　　　

災害発生





時間 ボランティア 運営スタッフ 備考（注意点）

８：00 ・全体ミーティング・班ミーティング
　▽本日のスタッフ紹介
　▽スタッフ役割確認
　▽本日の活動確認
　▽その他（留意事項等）

８：45 ・受付開始
（受付終了時刻を設定）

・ボランティア受付
・当日の活動先へアポイント℡

・�一番慌ただしい
時間帯なので、
随時人数不足の
班に協力する９：00 ・オリエンテーション

・マッチング（活動決め）
・グルーピング

・オリエンテーション
・マッチング（活動決め）
・グルーピング（グループ編成）
・資機材貸出、配車

ボランティア送り出し

９：30
午前活動

問い合わせ等電話対応
ニーズ調査、翌日活動先アポイント℡

12：00
昼食・休憩

・�スタッフは交代
で昼食を取る

13：00
午後活動

問い合わせ等電話対応
ニーズ調査、翌日活動先アポイント℡

15：30 ・活動終了 ボランティア戻り、対応準備（配車等）

16：00 ・センター戻り
・活動報告書の提出

・活動報告書受理と聞き取り
・資機材返却対応

17：00 ・解散 ・全体ミーティング・班ミーティング
　▽各班申し送り
　▽翌日スタッフ役割分担
　▽活動終了スタッフ紹介
　▽その他（留意事項等）

18：00 ・後片付け
・�翌日事前マッチング、車両等資機材
確認

・北海道災害 VCへ活動実績報告
　（FAX等）
　／終了

※ボランティアの活動時間等を含めてスケジュールは柔軟に変更する必要がある。
　（感染症対策のため活動毎に受付時間をずらす、猛暑・冬季による活動時間の短縮等）

⑴一日のタイムスケジュール
　一日のボランティア・運営スタッフの活動の流れについては、下記を基本とする。
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⑵各班の業務内容
　【総務班】
　①センターの運営管理、体制の整備、業務の調整
　②○○災害対策本部、北海道災害ボランティアセンター、関係機関との調整
　③総合窓口（電話等の初期対応、ボランティア活動者・依頼者の初期対応）
　④�広報・情報発信（ホームページ、SNS、チラシ等よる、ボランティア募集、ニーズ募集、Q＆Aの作成・
公開など）

　⑤マスコミ対応
　⑥物資の受付、調達、配分
　⑦会計事務（センター会計、助成金申請、募金、寄付の受入）
　⑧スタッフミーティングの開催、進行
　⑨運営スタッフ（班員）の勤務表作成（勤務管理）
　⑩活動の記録（写真等も含む）、統計、報告（災害対策本部や北海道災害VCへ）
　⑪救護（病気・けが、感染症への救急対応）
　⑫その他、他班に属さない事柄（活動証明書発行、事故対応など）

●　総務班は、センターの要として災害対策本部との連絡調整、外部からの問い合わせ等、他班の業
務の動きも把握する必要があるので、主に地元スタッフが関わることが望ましいでしょう。

●　問い合わせ内容及び対応内容は逐次簡単な一覧表に入力し、自動に引継ぎができるよう工夫しま
しょう。また、典型的な質問は「Q＆ A」にまとめ、ホームページや Facebook にアップすると
問い合わせ電話が減少します。（「ボランティアは募集していますか」「受付開始や活動時間は何時
ですか」「どこへ行けばいいですか」「駐車場はありますか」などがその典型です）

●　判断に迷った時には、センター長・副センター長に随時協力を仰ぎ、抱え込まないようにしまし
ょう。
　　また、特別な相談・苦情等があった場合は、相談・苦情対応報告書（参照：Ⅲ 関係資料集）に
記載しておくと、次に同様の場合に対応できることもあります。

●　④の広報について、既存のホームページや Facebook 等の SNSを活用していきますが、発信に
は十分な配慮が必要です。特にボランティアの募集に関しては、活動規模によって、募集の範囲（市
町村内、近隣市町村内、振興局管内、道内）を定めることが重要です。また、食事や宿泊の場所、
来訪の手段や経路などを掲載しますが、活動は自己完結が基本であることを必ず明記します。（「災
害ボランティアセンターにおける広報ガイドライン」（東京ボランティア・市民活動センター発行、
平成27年）が参考になります。https://www.tvac.or.jp/kouhouguideline.pdf）※再掲）

　　また平常時から、ホームページや Facebook を自ら運用しておくことが重要です。
　　なお、ホームページは、PCとスマートフォン双方で表示対応できるよう運用することが重要で
す。（全国的に、災害ボランティアセンターのホームページ運用は「WordPress」でされることが
多いので参考にしましょう。自動的に、PCとスマートフォン双方の表示に対応します。北海道災
害ボランティアセンターホームページも「WordPress」で運用しています）

●　⑤のマスコミ対応は、懐疑の混乱を避けるため可能な限り、同一人物が対応することが望ましい
のでセンター長（不在の場合は副センター長）が対応するのが良いでしょう。当日の活動人数など
典型的な質問に対しては、センター正面に掲示するなどの方法で広報すると対応件数が減ります。

●　⑦に関して、共同募金の災害等準備金の早期申請をするのはもとより、次年度以降の地域福祉活
動の財源を確保するため、災害ボランティアセンター内で共同募金活動を展開することも重要です。
　　北海道胆振東部地震においては、厚真町災害ボランティアセンターが共同募金会の厚真町社協バ
ージョンのピンバッジを活用した募金活動を展開しました。

ポイント！
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●　⑧のスタッフミーティングは、通常活動前（朝）と活動終了後（夕方）の２回実施します。朝は
本日の業務の確認とその日から関わるスタッフの紹介、夕方は活動を各班から報告してもらい、反
省点や問題点を確認し、翌日スタッフの役割分担をし、活動終了のスタッフにお礼を伝えます。

●　⑩に関して、ボランティア活動者数、依頼件数等は現状を把握するうえで重要な数字となるため、
迅速かつ適正に集計し、活動終了後速やかに報告しましょう。なお、「ボランティア活動実績報告
書」（参照：Ⅲ 関係資料集）を使用し北海道災害ボランティアセンターへ報告します。報告された
内容は、関係機関（北海道や全社協等）への情報提供や、ホームページや Facebook による情報
発信に使用します。

●　⑪に関して、看護師や保健師等の協力を得る手立ても検討しておきましょう。

●　ボランティア活動証明書（参照：Ⅲ 関係資料集）の発行、高速道路無料通行措置様式への押印
を行います。（印に必要な要素：社協名（または災害 VC名）、日付。詳細は以下）

●　ボランティア活動中に発生した事故への対応方法（ボランティア保険の対象範囲、手続きを含む）
について、確認しておきましょう。

○有料道路無料措置の仕組み（基本的仕組み（従来
4 4

））

　１　対象道路
　　　�東日本・首都・中日本・西日本・阪神・本州四国連絡高速道路株式

会社、各地方道路公社が管理する道路
　２　対象車両
　　⑴自治体が災害救助のために使用する車両
　　⑵災害救助を行うボランティア活動であって、被災した自治体等が要請・受入承諾したものに使用する車両

　　図

　○�図中②を証明する書類として、北海道社会福祉協議会が発行するボランティア活動証明書、又は被災地災
害ボランティアセンターが発行するボランティア活動証明書が使用されます。

☆令和元年７月より、「災害ボランティア活動」に従事する場合の手続きが次ページのとおり
　簡素化されました☆

　（新旧対照表は、次ページ）
　なお、混乱を避けるため当面従来の仕組みも継続されます。

有料道路の無料措置の仕組み ！令和元年より簡素化されました！
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（新旧対照）事項 新　令和元年７月１日～ 旧　～令和元年６月30日

災害ボランティア活動の募
集状況の確認

利用者が災害ボランティア活動
の募集状況をインターネット等
で確認

利用者が災害ボランティア活
動の募集状況をインターネッ
ト等で確認

事前準備（手続き） 利用者が高速道路会社のホーム
ページより証明書をダウンロー
ド・印刷し、必要事項を記入

利用者が災害ボランティアセ
ンター（災害 VC）等に申込
書を FAXで送信

事前に災害ボランティア活
動に参加することを証明す
る手続きは不要になります。

災害VCが利用者あてに承諾
書を FAX等で送信

利用者が承諾書を居住地の市
区町村の窓口に持参して証明
書を申請
市区町村が利用者に証明書を
発行

往路の無料利用 利用者が証明書（往路。押印不
要）を高速道路の最終料金所で
提出（途中の料金所は提示）

利用者が証明書を高速道路の
料金所ごとに提出

災害ボランティア活動

活動証明 利用者が災害VC等で証明書に
活動証明印を受ける

利用者が災害VC等で証明書
に活動証明印を受ける

復路の無料利用 利用者が証明書を高速道路の最
終料金所で提出（途中の料金所
は提示）

利用者が証明書を高速道路の
料金所ごとに提出

災害派遣等従事車両証明書（ボランティア）取得方法（新旧対照表）

「災害派遣等従事車両証明書（ボランティア）」【復路用】
の右下欄に、被災地の災害ボランティアセンターまたは
社協の押印が必要となります。都道府県知事からの要請
により高速道路会社が無料措置を実施した場合に対応で
きるよう、平時に印鑑の準備をお願いします。印鑑は、
「活動確認日の日付」及び「災害ボランティアセンター
または社協名」が入ることが必要です。

※このページは、令和元年６月12日付け、全社協地発第108号を元に作成しました。

・スタンプの例（シャチハタ）
　印面サイズ
　縦35㎜、横55㎜程度以内
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【ニーズ班】
　①被災者ニーズの受付（来所、電話、避難所への訪問等）
　②被災者ニーズの調査・発掘（アウトリーチ）
　③ニーズ集計（継続、終了の判断や件数管理、個々のニーズ管理）

●　センター開設最初期は、ニーズが集まらないことがあります。この場合、避難所を訪問する、ボ
ランティアと協同しポスティングをする、民生委員や町内会長とともに訪問するなど、積極的にア
ウトリーチをかけることを検討します。
　　ただし「頼めば何でもやってもらえる」という誤解を与えない説明が必要です。

●　ニーズ班は、被災者と災害ボランティアセンターの最初の接点になることから、言動に十分配慮
するとともに、被災者が必要とするニーズを正確に聞き取ることが大切です。災害ボランティアセ
ンターでの対応とはならないが、福祉的視点からニーズが浮き出てくる場合があるため、その場合
には適切な機関につなげることが重要です。また、災害ボランティアセンター活動終了後の社協活
動において対応すべき重要な課題も含まれていることがありますので、ニーズ調査は重要です。

●　①に関して、ボランティア依頼票（参照：Ⅲ 関係資料集）等に沿って、活動内容を聞き取って
いくと良いでしょう。完成した依頼票はマッチング班に渡しますが、細かいニュアンスはメモなど
で補足します。また、必要に応じて活動場所の地図や写真の添付や、依頼者の承諾を得て活動場所
の写真を添付すると良いでしょう。

●　①に関して、電話による依頼で内容が明確でない場合は、できるだけ現場を見て判断しましょう。
「危険な作業・現場」（例えば、屋根の雪下ろし作業）、営利活動に関するもの、政治活動や宗教活
動に関するもの、災害とは関係のない依頼など活動の対象としない場合があります。
　　田畑や商店（営利活動）などが被害にあり、ボランティア活動への依頼があった場合は、まず行
政の関係部署や JAなどの関係団体における対応を確認・協議しましょう。地域住民の生活への影
響などを考慮し、災害ボランティアセンターが活動する場合もあります。また、NPO等との協働
や役割分担をして対応する場合もあるでしょう。
　　水害における床板はがし、消毒などのニーズには専門知識が必要であり、危険も伴う場合があり
ますので、保健所等と相談したうえで、もし活動する場合には適切な装備を準備してください。
　　判断に困る場合は、他のスタッフに相談したり、ミーティングで検討したりして、センターとし
て共通した方針を定め、共有してから回答しましょう。

●　②に関して、センターの周知が行き届いていない場合やボランティアを受け入れることに対する
遠慮のある方もいます。民生委員や自治会役員等と一緒に訪問するなど工夫しながら、潜在ニーズ
の発掘に努めましょう。

●　被災世帯や被災状況等をもとに、活動の緊急度（優先順位）を決めていきます。なお、本来、行
政が対応すべき業務の依頼（過去の例では、避難所の運営補助、支援物資の仕分け作業、災害ごみ
集積所の管理や分別作業、公共施設の復旧手伝い、炊き出しの補助など）については、未対応のニ
ーズの優先度やボランティアの参加人数などを検討しながら、その対応について協議をしていきま
す。

●　③に関して、必要に応じ被災者宅へ訪問する、連絡を取るなどの方法で終了を判断していきます。
１世帯から再度提出される場合もあります。過去の対応を見返せるよう、また受け付けたニーズが
放置されないよう、個別ニーズ票の管理を適切に行うことが重要です。（例えば、個別ニーズ票に
通し番号を付け、住所、氏名、対応状況（未対応、継続、終了など）など簡単な情報を列挙したイ
ンデックス（エクセル）を作成し検索可能にするなどの方法があります）

●　巻末参考資料に、胆振東部地震におけるニーズと対応方法の一部を掲載しました。
　　（参照：Ⅲ 関係資料集「胆振東部地震被災者等ニーズの移り変わりと対応例」）

ポイント！
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○ニーズ調査・ケース管理

　平成30年に発生した北海道胆振東部地震には、道内市町村社協よ
り200名を超える職員がセンター運営の支援に赴きました。それら
職員へ対するアンケートでは「ニーズ調査やケース管理」の重要性
が最も多くの意見として寄せられました。

【意見の例】

・�　現地調査は、作業内容の把握のみならず被災者をみる（できることできないことの説明だけでは
なく被災者の心理的側面の把握）観点からも重要だ。
・�　電話でのみ確認したニーズには、訪問したボランティアで対応できないケース（重機・ゴミ屋敷
等）やボランティアが多すぎてクレームに発展する事例があった。また、民生委員からのニーズ聞
取りだけで活動してしまい、当の本人は家財道具を処分したくなかった実例があった。
・　ケース管理が甘く、見過ごされてしまったケース受付票があとから見つかった事例があった。
・�　書式の統一（ニーズ調査票（ケース票）、統計）しそれらを統合できるとよい。（ソフトウェア化
など）

○�　発災直後は、センター立ち上げ作業に人手が必要であり、現地調査へ行けない場合も想定されま
すが、支援社協職員などとうまく役割分担をして、できるだけ早期に現地へ赴き、ニーズ調査を実
施できる体制を作ることが重要です。
○�　現地調査を通し、被災建物や土砂の状況だけではなく、被害者自身の課題を掴むことで、その後
の社協活動による支援に繋ぐことができます。ここに、災害ボランティアセンターを社協が運営す
る大きな意義があると言えるでしょう。

ニーズ調査・ケース管理について ～胆振東部地震支援社協職員意見から～

　「被災建築物応急危険度判定」は、大地震
により被災した建築物について、その後の余
震等による倒壊の危険性や、外壁・窓ガラス
の落下、付属設備の転倒などの危険性を判定
し、人命にかかわる二次的被害を防止するこ
とを目的としており、原則として被災市町村
の災害対策の一環として行われます。
　判定を行うのは、応急危険度判定士の資格
者で、主として外観の目視による調査が実施
されます。
　判定結果は緑（調査済み）・黄（要注意）・赤（危険）の三段階で区分し、建築物の出入り口などの
見えやすい場所に設置することで、その建築物の利用者だけでなく付近を通行する歩行者などに対し
ても安全性の識別ができるようにしています。

　この調査は地震発生後の二次災害防止のためにおこなうもので、罹災証明のための調査（被災度区
分判定）とは異なることに注意が必要です。

被災建築物応急危険度判定とは？

※以上の内容は、「北海道建設部建築指導課のホームページ」を参考に作成しました。
※�この判定は、被害の起きた建物全てに対して実施されるとは限りません。往来の多い場所に限って行わ
れるなど、実施される地域が限定される場合があります。
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【ボランティア受付班】
　①ボランティア受付（来所・事前受付）
　②ボランティア数の集計
　③ボランティア活動保険の加入受付、手続き
　④名札等の着用依頼
　⑤待機場所への案内、誘導

●　受付班は、被災地に来たボランティアに感謝の気持ちをもって接するように心がけましょう。

●　①に関して、ボランティア受付票【個人用・団体用】（参照：Ⅲ 関係資料集）に必要事項を記
入してもらいます。
　　なお、個人で２回目以降の活動参加の場合、最低限の情報（名前、携帯電話）だけを記載して
もらうことでも良いでしょう。
　　また、専門技術を持っている場合は、マッチング班へ伝える、もしくはマッチング班が当日必
要とされる専門技能を掲示しておくなどして専門技能が生かされるよう工夫します。

●　③に関して、ボランティア活動保険未加入者に対し、受付にて加入申し込みを受けます。あら
かじめホームページ等にて、ボランティアの地元の社協で加入するよう周知すると受付業務がス
ムーズになります。（ボランティア活動保険については、下記に詳細が掲載されています。）
　　（https://www.fukushihoken.co.jp/fukushi/front/council/volunteer_activities.html）
　　また、被災地社協で保険に加入する場合の保険料負担をどのようにするか検討しておくと良い
でしょう。（①ボランティア負担（その場で現金徴収）　②被災地で負担）
　　なお、令和元年９月の台風15号災害以降、災害特例適用時に限りネットでの加入が試行されて
います（令和元年９月17日付け全社協事務連絡、全社協）。ネットによる加入者に事故があった
場合は、原則として活動先の社協が事故報告書等を作成し手続きを行います。

●　④に関して、センターを通じたボランティア活動者ということがわかるよう、シール等の名札
やビブス等を着用します。
　　また、スタッフはスタッフ用ベスト等を着用します（ビブス、ベストは、北海道災害ボランテ
ィアセンターにある程度在庫があります）

●　ボランティア活動説明書（参照：Ⅲ 関係資料集）をオリエンテーション等で説明します。
　　（シール名札とビブスのイメージ）※北海道共同募金会の災害等準備金で作成

　

（シール名札：ボランティア着用） （ビブス：ボラ着用） （ベスト：スタッフ着用）

●　IT を用いた受付システム（事前登録やQRコードを用いた当日受付等）について
　　ボランティア人数や特技の事前把握、当日受付人員のスリム化の観点から、IT 機器を用いた
事前登録、当日受付が導入される場合があります（北海道胆振東部地震では、安平町が事前登録
と当日受付を、厚真町が一部事前登録を導入しました）。令和２年10月には全社協がネットによ
るボランティア活動保険加入とQRコードによる受付を一体化したシステムを構築しました。（参
照：Ⅲ 関係資料集）

ポイント！
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【マッチング班】
　①依頼者とボランティアの連絡調整（状況に応じニーズ班が実施）
　②オリエンテーション（状況に応じ受付班（またはオリエンテーション班作成））
　③ボランティアとニーズのマッチング、グループ編成、活動場所の説明
　④送り出し（必要に応じ、送迎車とのマッチング）
　⑤ボランティアからの活動報告書受理と聞き取り（状況に応じニーズ班が実施）

●　マッチングは、被災者からの様々な支援ニーズとボランティアの活動希望を結びつける役割です
が、現場の状況がわからないと有効なマッチングが行えない場合があるため、状況に応じ、ニーズ
班が①や⑤の役割を担います。

●　①に関して、依頼者には、事前にボランティア活動に行ける旨の連絡をします。（前日、当日朝
２回連絡をすればボランティアが訪問したら不在だった！というケースがなくなります）

●　②のオリエンテーションでは、ボランティア活動に来ていただいたお礼と一日の活動の流れ、活
動にあたっての注意事項を説明します（受付班等が担当するセンターもあります）。

●　③のマッチング方法として、全国的に過去の災害では主に５つの方法が採られおり、道内（平成
28年大雨災害、北海道胆振東部地震）では、❶の方式が多くなっています。
　　❶手上げ方式（スタッフがニーズを紹介し、ボランティア自身が挙手により活動を選ぶ）
　　　※�「自分が挙手したあとに紹介されたニーズに行きたかった、技能を活かせた」などの声が良

くあがります。本日のニーズの種類一覧の紹介や掲示ができると良いでしょう。
　　❷ポストイット方式（掲示板にニーズ概要を掲示し、ボランティアがポストイットを貼る）
　　❸手配方式（スタッフがボランティア人数や特徴を判断し、適切と思われるニーズを選択）
　　❹�コミュニティーマッチング（自治会等の単位が自ら地域のニーズ把握と個別のマッチングを行

う。災害ボラセンは要請に基づき、まとまった人数（数十名～）のボランティアを自治会等の
地域へ案内する方法）

　　❺�事前マッチング（事前受付したボランティアを前日のうちに、翌日実施を予定している活動と
マッチングしておく）

●　③に関して、マッチングが終了し、活動が決定したら、グループ内でこれまでのボランティア活
動経験の有無等を考慮し、リーダーとサブリーダーを決めてもらいます。リーダーとサブリーダー
にはボランティア依頼票・ボランティア活動報告書（前回分）・ボランティアへの注意事項、依頼
者への御案内、他（参照：Ⅲ 関係資料集および次ページ「ボランティア持出用ファイル」のイラ
スト）を渡します。

●　④に関して、ボランティア同士の車の乗り合いや、送迎車両定員を考慮したマッチングが必要です。
　　また、運転手のマッチングも忘れてはなりません。「運転ボランティア」を最初に募集しマッチ
ングするとよいでしょう。
　　※�　なお、ボランティア活動保険は「自動車の所有・使用・管理に起因する損害の補償」は対象

としておらず、車両所有者等の自賠責あるいは自動車保険で賄う必要があります。

●　⑤に関して、活動終了後リーダー・サブリーダーから、活動の状況、被災者の状況について聞き
取りを行い、「ボランティア活動報告書」に記入します。作業の状況だけでなく被災者の状態（生
活の様子、体調等）を聞くことが重要です。終了と報告を受けた場合でも、本人に電話で連絡し、
確認することが重要です。また、作業内容が不明である、依頼者の状況に気になる点がある場合に
は、ニーズ班に報告して訪問・現地調査を行うことが望ましいでしょう。
　　ちなみに、「令和２年７月豪雨」では、センターへ滞留する人数を減らすため、活動報告はリー
ダーからのみとしておりました。

ポイント！
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【資機材管理班】
　①センターの設営や修繕など
　②活動用資機材・物資の管理、貸出（車両のレンタル等の手配を含む）
　③駐車場への誘導・案内など
　④センター内の物品や活動資機材の消毒

●　資機材管理班は、センターの設営やボランティア活動に必要な活動資機材の調達とボランティアへの資
材等の貸し出し、在庫管理、メンテナンスを行います。必要に応じて貸出物品管理票（参照：Ⅲ 関係資料集）
を使用します。

●　②に関して、マッチング班からリーダー・サブリーダーへ手渡された「ボランティア依頼票」または「最
新の活動報告書」（参照：Ⅲ 関係資料集）に基づき、必要資機材を確認し、資材の使用方法、注意事項を
説明したうえで貸出します。必要に応じ、帰ってきたボランティアに資機材の洗浄と返却を依頼します。
また、洗浄にかかる用具の準備や片付けを行います。
　　返却を受けるときには、資機材の破損がないか否かをきちんと聞き取り確認しましょう。破損した資機
材を用いると思わぬ事故につながることがあります（例：ゆるんでいたツルハシの金属部分が飛んでいく
など）

●　④に関して、感染症の拡大が懸念される状況下では、センター内の物品や活動資機材の使い回しを控え
都度消毒し、不特定多数の者が触れる所や物品は頻繁に消毒しましょう。そのため消毒用物品を用意する
とともに、消毒担当者を決めておくと良いでしょう。

●　車両の手配に関して

　　

ボランティア送迎用車両 ワゴン車（座席あり）、マイクロバスなど

活動資器材運搬用車両 大型ワゴン車（座席なし）、軽トラックなど

ガレキなど災害ゴミ運搬用車両

主に震災時

軽トラック、１～４t トラック（あおり用コンパネ）
※場合によっては、ダンプカー機能付きが良い

　　車両の手配元としては、地元市町村、社会福祉施設、近隣の社協、レンタカー会社、地元住民、ボラン
ティアの持ち込みなどが考えられます。震災時にはトラックの需要が高まり、レンタカー業者から借りら
れない事態が予想できますが、胆振東部地震の際には、軽トラックを住民やボランティアに募集し、多く
の車両を集め対応した事例があります。

ポイント！

○地　図
１　町（市町村）全体を俯瞰できる大きな地図（地区ごとの位置関係と主要道路が把握できる地図）が必要。
２　住宅地図は必要。
　　�（ナビ（スマホのナビも含め）は有効だが、〝枝番まで正確に入力しても表示されない〟、〝災害による通行

止めや復旧情報に対応できない〟との理由から、大まかな地理把握までにとどまる場合がある）
　　※�北海道胆振東部地震においては、上記２　住宅地図について「株式会社ゼンリン」様のご厚意により、

住宅地図データの貸与を受け、個別ケース、活動状況把握のマッピング作業に活用しました。

センター環境整備について ～胆振東部地震支援社協職員意見などから～

○PC・複合機（コピー・プリンタ）のネットワーク化、インターネット環境等の早期整備
１　PC、複合機のネットワーク化を素早く行うことが重要（社協事務所以外でのセンター開設が多い）
　　※ノートPC、複合機、LANケーブル、ハブ、ハードディスク、コード類とネットワーク設定知識
　　※ �PCを設置するとともに、Web会議サービス「Zoomミーティング」を導入することにより、遠方の関係者（全

社協等）と被災状況の情報共有などを迅速に行うことが可能になります。
２　事務局用のインターネット環境整備が重要
　　※�回線が敷設されていない施設では、Wi-Fi ルータ（無線）で対応することが多く、Wi-Fi 受信機能（無線 LAN受

信機能）を持ったPC（あるいは受信装置）を準備することが重要です。
３　�場合によっては、スマートフォンのアプリを目ざとく活用しましょう。
　　※トランシーバーに代えて各自のスマホにトランシーバアプリを導入（無料）し、好評だった事例がありました。
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⑶センター内レイアウト
　センターのレイアウトは、下記を参考に、運営スタッフが協議し決定する。
　なお、時間の経過による被災者の状況、センターの縮小等により、適宜見直すこととする。

○基本的要素（必要に応じ柔軟に屋外を使用します）

●　最低限考慮すべき要素は、事務スペース、ボランティア受付スペース、ボランティア待機（休
憩）スペース、支援物資置場、資機材置場です。
　　また、水道（手洗いや資機材等の洗浄）、トイレ、インターネット整備も考慮すべき事項です。
（仮設トイレやWi-Fi ルータで仮対応可能な場合あり）

●　センター内では、PC、複合機（プリンターとコピー機）の共有化とインターネット環境の整
備が必要です。情報の共有は、スムーズなセンター運営に欠かせませんので、素早い設置の方法
について検討しておきます。

●　ボランティア待機（休憩）スペースは、マッチングを行うこともあり、広く確保することが必
要です。また、駐車場も十分な確保が必要です。（必ずしも隣接地でなくとも構いません。過去には、
学校の校庭、公共施設の駐車場、商業施設の駐車場などを活用した例があります）
　　なお、北海道胆振東部地震では、１日最大で400名弱のボランティアが集まっています。

●　受付やマッチングを屋外で実施する等、状況に応じ柔軟にスペースを活用しましょう。

●　災害時は多くの方が出入りするため、貴重品の管理も重要です。

●　感染症の蔓延が懸念される状況下では、人が密集するスペースを作らぬよう、人と人との間隔
が２m（少なくとも１m以上）となるよう工夫することも必要です。

ポイント！
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⑷感染症対策
　被災地では、新型コロナウイルス感染症に限らず、様々な感染症の発生やその感染拡大が懸念される。
感染症の種類によっては、ボランティア活動保険の補償が対象外となるものもあるため、正しい知識の
習得と対策が重要となる。

　①感染症の種類

類型 対象疾患 ボランティア活動
保険による補償

備考

新型インフ
ルエンザ等
感染症

新型コロナウイルス感染症、新型インフルエンザ、再興型
インフルエンザ

新型コロナウイ
ルス感染症のみ
補償対象

令和３年
２月感染
症法改正
により分
類変更

一類感染症 エボラ出血熱、クリミア・コンゴ出血熱、痘瘡（天然痘）、
南米出血熱、ペスト、マールブルグ病、ラッサ熱

「特定感染症」と
して補償対象

二類感染症 急性灰白髄炎（ポリオ）、結核、ジフテリア、SARS（重症
急性呼吸器症候群）、鳥インフルエンザ（H5N1）、MERS

三類感染症 コレラ、細菌性赤痢、腸管出血性大腸菌感染症（O-157等）、
腸チフス、パラチフス

四類感染症 E型肝炎、A型肝炎、黄熱、狂犬病、マラリア、デング熱
対象外

五類感染症 インフルエンザ（鳥インフルエンザおよび新型インフルエ
ンザ等感染症は除く）、梅毒、麻疹、風疹

指定感染症 鳥インフルエンザ（H7N9） 補償対象
一～三類
に準じる

新感染症
人から人に伝染すると認められる疾病で、既に知られてい
る感染性の疾病とその病状又は治療の結果が明らかに異な
るもの

要確認
一類に準
じる

※�令和３年２月13日改正『感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律』および令和２年度『ボランティア活動保険パンフレット〈追
補版〉』を参考に作成

　②災害ボランティアセンター運営における留意点
　・基本として、マスク着用、手洗い・手指消毒、社会的距離の確保
　・感染者発生時の対応
　　�　センター開設中にボランティア、運営スタッフ、被災者に体調不良者や感染疑いが出た場合や感
染者が発生した場合のそれぞれの対応・連絡方法について検討し、市町村行政とも協議し決めてお
くこと

　　�（例：運営スタッフに感染疑いのものが発生した場合は活動を休止する、運営スタッフにはLINEグルー
プで一斉連絡）

　・ICTの活用による接触回避
　　（例：オリエンテーションは事前に動画配信、受付はQRコードの受付システムを活用）
　・基本的に事前受付とし、必要事項（連絡先、特殊技能など）は事前に登録してもらうこと

●　災害ボランティアセンターを運営する職員の健康管理も大変重要となります。平時から検温や
健康チェックに留意し、感染症対策の基礎知識や心構えを身に付けておきましょう。

ポイント！
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　③災害ボランティアセンター開設中における具体的な感染症対策
　〇情報発信（ボランティア募集・ニーズ募集）
　・�　被災者、ボランティアとも感染のリスクを危惧されている可能性
があります。そのため、感染のリスクがある中でもボランティア
による活動が必要な理由や、センターにおける感染症対策、感染
者発生時の対応についても明示しておきましょう。

　・�　特に被災者は、ボランティアに来てもらうことによる感染リスク
を危惧している可能性があり、「令和２年７月豪雨」おいてもニー
ズ依頼を控える被災者が多く見受けられました。そのため、災害
ボランティアセンターによる感染対策をホームページやポスティ
ングチラシなどで明示し、被災者が安心してニーズを依頼できる
よう配慮しましょう。

　・�　ボランティア募集における条件として、活動中の飲料・食品はも
ちろんのこと、最低限の衛生用品や活動資機材はボランティア自
身が準備するよう促しましょう。また、活動前までに厚生労働省
の新型コロナウイルス接触確認アプリ「COCOA」へ登録しておく
ことなども条件として含めておきましょう。

　・�　ニーズを集める際は、感染状況によっては戸別訪問を控え、ポスティングや公共放送などを活用
し接触の少ない方法で周知しましょう。

　・�　感染状況により、ボランティアを募集しない場合は、その判断に至った理由や遠隔からも可能な
支援活動、その他対応策などについて、可能な限り情報発信しましょう。

　〇受付方法
　・�　ボランティア活動保険への加入は、地元社協の加入受付やWeb上の保険加入サイトを活用して
あらかじめ済ませておくよう促しましょう。

　・�　事前登録方式、整理券方式（集合時間を記載した整理券を配布）などの工夫を行い、受付時間を
ずらしたり、QRコードによる受付システムを利用して受付時間の短縮化を図ることができます。

●　「令和２年７月豪雨」における災害ボランティアの受付では、整理券方式や「Google フォーム」
等による事前受付を使用し、当日来所されるボランティアが密集しないよう工夫がなされました。

●　今後の災害ボランティアセンターの運営では、感染症の有無に限らず、当日の混乱回避や業務
効率化の観点から、事前登録やQRコードによる受付システムを利用した非接触型の受付が主流
になると考えられます。（参照：Ⅲ 関係資料集）

ポイント！

新型コロナウイルス
接触確認アプリ
「COCOA」

例①　「Google フォーム」
　　　�Google アカウントがあれば、受付フ

ォームを簡単に作成・管理できます。

作成例→
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例②QRコードによる受付システム

熊本県立大学作成「災ボラQR」

専用アプリをダウンロードし、必要事項を入
力すると簡単にQRコードが生成されます。

ポイント！

「災害ボランティアセンター受付・ボランテ
ィア保険Web加入システム」全社協作成

ボランティア活動保険
のWeb 加入と連動し
ており、全国的に使用
できるシステムです。

※�ボランティア活動保

険のWeb 加入は災害

時のみ可能。

〇ニーズ調査
・�　現地調査を行う場合は、訪問前に被災者の体調を確認し、訪問時にはマスク着用や咳エチケットに
留意するようお伝えします。被災者やその近親者などが体調不良となったり、感染症への感染が判明
した場合には、災害ボランティアセンターに連絡いただき、ボランティアの訪問は安全が確保される
まで中止しましょう。
・�　現地調査の訪問者は、マスクやフェイスシールドなどを必ず着用し、手洗いや
手指消毒を徹底するとともに、被災者の正面に立つことを控えるなど、十分な社
会的距離を保ちましょう。
・�　現地調査では、活動時の換気が可能か否かも必ず確認し、被災者にも配慮をお
願いしましょう。

いずれのシステムも使用の際には、右の
ようなQRコードリーダーが必要となり
ます。１台につき￥5,000～￥10,000程
度（参考価格）で購入可能です。

※写真は道社協保有物
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〇マッチング・オリエンテーション
・�　正面に立つことを避け、十分な社会的距離を保てるスペースを確保して行います。
・�　オリエンテーション時には、活動中にボランティア同士や被災者との対面や接触を最小限とし、換
気や消毒を徹底することや、マスク・フェイスシールドを着用のまま活動する際には、熱中症に気を
付けるよう呼びかけます。
・�　当日の混雑を避けるため、活動前日までにオリエンテーション動画を配信し、ボランティアに閲覧
してもらってから来てもらうことも有効です。
・�　感染リスクを考慮し、個人の車への不特定多数による乗り合わせの移動はなるべく控えましょう。
レンタカー会社によっては、感染症対策を講じたワゴン車の貸し出しを行っているところもあります。

〇運営における ICTの活用
・�　受付におけるQRコードによる受付システムやGoogle フォームの活用の
ほか、Web会議サービス「Zoomミーティング」などを活用し情報共有を
図ることで、遠方からの来訪を最小限に留めることができます。

●「令和２年７月豪雨」では熊本県社協がスタッフのスケジュール管理のツールとして「LINE�
WORKS」を活用されており好評でした。

ポイント！

〇関係機関との連携
・�　災害ボランティアセンターの運営は、社協職員だけではなく、地元団体や住民などの多様な担い手
と運営を協同できるよう、業務をなるべく簡素化しましょう。
・�　地元の団体や住民などと協同することを前提に、平時より行われている地域活動の状況（サロンの
実施状況、民生委員児童委員の活動状況、地域のキーパーソンの取り組み状況など）を把握しておく
と良いでしょう。
・�　被災市町村外の団体には、適宜、情報発信をすることにより、遠隔から物資や情報の提供（例　ニ
ーズ募集のチラシデータを外部団体に作成してもらう）などの支援を要請することも視野に入れます。
・�　専門スキルを持った団体などの支援を必要とする場合は、JVOAD策定の「新型コロナウイルスの
感染が懸念される状況におけるボランティア・NPO等の災害対応ガイドライン」（参照：Ⅲ 関係資
料集）に沿い、感染症対策を講じた最小人数の固定された職員での現地入りを要請します。その場合
には、感染経路を特定しやすくするため担当業務（役割）を固定化すると良いでしょう。

　④感染症対策に必要なもの、あると良いもの（一例）

　

□マスク　　□マスク（N95）　　□フェイスシールド　　□使い捨て手袋

□体温計・非接触型体温計　　□アルコール消毒液　　□石鹸（石鹼液）

□除菌シート　　□ペーパータオル　　□蓋つきゴミ箱（足踏み式）

□パーテーション・アクリル板　　□ビニール袋　　□救急セット

　※�その他、感染状況別の「ボランティア参加基準の目安」や「フェーズごとの対応内容目安」などは、Ⅲ 関
係資料集「新型コロナウイルスの感染状況下における『市町村災害VC設置運営マニュアル』の道社協の
行動・考え方のポイント【第１版】」を参照ください。
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Ⅱ　災害ボランティアセンターの設置運営

３ 復旧・復興期

災害ボランティア活動のフェーズ　復旧・復興期

初動期 応急期 復旧・復興期 平時の備え

動き 生活支援へ移行 災ＶＣ閉所

関連

項目
⑴活動縮小・閉所の判断

災害発生





⑴活動縮小・閉所の判断
　○○災害ボランティアセンターの閉所については、○○災害対策本部とその他関係機関等と慎重に合
意形成を図りながら、タイミングを見極め、センター長が決定する。

●　センターをいきなり閉鎖するのではなく、活動の縮小（大規模なボランティア募集は土日祝のみ
とし、平日は必要に応じボランティア個別に声かけする　など）を経ることが一般的です。活動が
盛んな時期に、何度も来てくださるボランティアの方をきちんと把握し、活動縮小期にお声掛けを
すれば支援に来ていただけるような仕掛けが重要です。

●　閉所を判断する前に、埋もれたニーズが無いか、今一度確認することが重要です。ポスティング
をする、町内会の協力を得て周知するなどの方法があります。また、市町村内におけるポスティン
グの実施状況、ニーズ終了状況などを分かりやすくし、漏れを防ぐために、住宅地図に色塗りをし
て状況を可視化する〝マッピング〟が行われる場合があります。手作業で塗りつぶすことも可能で
すが、郵便番号、住所の要素（エクセルデータ）があれば自動で塗りつぶしを行うソフトもありま
す。ケース管理をデータで行っておくと良いでしょう。

●　「令和２年７月豪雨」では、被災者が感染リスクを懸念してニーズを依頼できず、支援の漏れが
発生したり、ボランティアの不足により支援活動が思うように進められず、対応しきれないニーズ
が多く残り、支援が長期化しました。そのため感染症蔓延状況下では、活動縮小の目途を検討しつ
つ、関係機関やNPOなどに「支援の協力」や「引き継ぎ」をお願いすることも考えられます。

●　閉所前に、設置場所の現状復旧、物資・活動資機材や資金の処理、会計の精算等の残務処理、さ
らに必要があれば活動の継続方法（対応を終えていないニーズや日常的支援を通常のボランティア
センターに引き継いで活動する等）を災害対策本部や関係機関等と協議しておきます。

●　これまでの災害を例にすると、豪雨災害は１か月程度、地震災害の場合は１～２か月程度で縮小
に至ることが一般的です。（災害の規模や感染症蔓延状況などにより大きく変動します）

●　災害ごとの被災の規模や被災者のニーズによって基準は異なるため、明確な基準はありませんが、
閉所における判断の考え方・確認の視点として、下記が参考になります。

①�　災害により生じた被災者の当面する生活課題が解決し、ある程度、自立（自立で生活）できる
ようになると、災害ボランティアによる支援も必要性が低くなってくる。この時、必要以上に支
援を継続することは、被災者の自立への妨げにもなりかねない。あくまで災害ボランティアによ
る支援は、緊急、一時的なものと考える必要がある。

②�　判断にあたっては、被災地の復旧状態、特に、自治会等の地域組織の立ち直りや再生の状況、
被災者の自立、あるいは復興へ向けた意欲や活動などを、行政や関係機関・団体において確認す
る必要がある。

③�　全ての被災者が、同時に自立できるようになるわけではなく、また、支援から取り残される被
災者もいることから、支援を要する被災者への活動の継続は必要である。このため、地域組織や
地元のボランティアへの円滑な支援活動の意向や引継ぎが可能かどうかも確認する必要がある。
※�地域組織や地元ボランティアへの活動の移行や引き継ぎは、閉鎖後に行うのではなく、閉鎖を検
討する必要性が生じた時から、閉鎖を前提に協議や準備を進めておく必要がある。

※滋賀県災害ボランティア活動連絡会『現地災害ボランティアセンター設置運営マニュアル』（平成19年１月）P37より引用

●　閉所が決定した場合、広報誌、チラシ、ホームページを活用し、地域住民、ボランティア、関係
機関・団体へ周知をします。併せて北海道災害ボランティアセンターへも報告します。

●　被災者及びボランティアに関する資料については、個人情報の取扱いに留意し、一定の期間を定
めて保管します。

●　閉所の際には、活動の教訓を踏まえて災害ボランティアセンターマニュアルを更新・見直しして
いくことが大切です。

ポイント！
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○生活支援相談員とは

・�大規模な災害（近時は東日本大震災、熊本地震、西日本豪雨災害など）の際に配置され、応
急仮設住宅入所者のみならず被災者に対しさまざまな相談支援活動を行う。
・災害の規模などにより、基金や国庫補助など活用される財源が異なる。
　�（設置者：�都道府県市町村（例：熊本地震関係「生活困窮者就労準備支援事業費補助金」の

活用、胆振東部地震厚真町「地域における生活困窮者支援等のための共助の基盤
づくり事業」国庫補助の活用）　

・�特に広範囲にわたる災害等の場合、市町村単位の生活支援相談員センター（地域支え合いセ
ンター）に加え、それらのバックアップ機能を備えた都道府県域のセンターが設置される場
合がある。

○生活支援相談員の役割

　【全戸を対象とした活動】①ニーズ把握
　【戸別訪問】②訪問による見守り・相談・生活支援の実施等　③生活福祉資金貸付相談
　　　　　　 ④福祉サービス他生活支援サービスの利用援助　
　　　　　　 ⑤介護や見守りが必要な人を支えるためのボランティア等への協力依頼や調整
　【地域支援】⑥�集会所、公民館、仮設住宅の集会場等を活用したコミュニティースペースの

推進
　　　　　　 ⑦福祉医療等の専門職による出張相談等の調整
　　　　　　 ⑧住民・ボランティアによる見守り支援ネットワーク活動の立ち上げ、運営支援
　　　　　　 ⑨各種生活支援サービスの立ち上げ、運営支援
　　　　　　 ⑩被災者支援にかかわる諸団体、自治体との連絡調整
　　　　　　　 ※�以上の内容は、「災害時における社会福祉協議会の事業展開と生活支援相談員の

取組」（全国社会福祉協議会地域福祉部、平成24年、p７）を参考に作成しました。

　※�北海道胆振東部地震に関して厚真町では、平成30年11月
（発災は９月６日）から仮設住宅や地域を巡回訪問する

生活支援相談員を社会福祉協議会に配置して活動を行っ

ています。

　※�災害ボランティアセンター活動は、把握した様々なニー
ズを、閉所後の生活支援相談員の活動ないし通常の社協

活動に活かす（＝ニーズ調査をしっかりと行い把握して

おく）視点を持って行うことが重要です。

生活支援相談員とは？
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Ⅱ　災害ボランティアセンターの設置運営

４ 平時の備え

災害ボランティア活動のフェーズ　平時の備え

初動期 応急期 復旧・復興期 平時の備え

動き 地元における協力体制づくり 各社協で備えること

関連

項目

⑴�行政、地元の団体・ボランティア、
NPO等民間支援団体との連携について

⑵�災害ボランティアセンター設置運営マ
ニュアルについて

災害発生





⑴行政、地元の団体・ボランティア、NPO等民間支援団体との連携について
　①行政との連携
　・市町村地域防災計画に災害ボランティアセンターの運営を明確に位置づけること
　・�災害対策本部等、災害対応を協議する会議へ社会福祉協議会が参画するなどして、十分な情報共有
が行えるよう想定すること（感染症の拡大状況や医療体制、感染者発生時の情報などを含む）

　・災害ボランティアセンター設置の判断者について想定しておくこと
　・災害時の役割分担や経費負担を明確にし、市町村行政との協定を締結すること
　②地元の団体・ボランティアとの連携
　　�　センター運営及び被災者生活支援にかかわっていただけるよう、通常時から啓発活動や連携体制
の構築に努めること

　③ �NPOや JC等民間支援団体との連携
　　�　通常時から情報収集や連携の構築に努め、役割分担を明確にして協定を締結するとともに、発災
時には連携してセンター運営及び被災者生活支援を進めること

○災害ゴミとボランティア

　災害ボランティア活動の中でも災害ゴミの取り扱い
は、適切な情報共有がなされないまま進むと大きな混乱
を生む場合があります。ボランティアが災害ゴミを取り
扱う際には、事前に市町村行政としっかりとした情報共有を行うことが重要です。

　災害ゴミ処理の主体は市町村です。災害ボランティアが災害ゴミを取り扱う場合には、次のスラ
イドに掲げる事項を事前に市町村に確認し、ボランティアの作業可能な範囲を明確にして派遣すべ
きです。
　※�以上の内容は「災害廃棄物対策の基礎～過去の教訓に学ぶ～」環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策

部廃棄物対策課　災害廃棄物対策チーム 平成28年３月 公表資料です

①市町村に求められる初動対応

　

行政との連携（情報共有） ～災害ゴミの取り扱い～
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１　市町村行政との連携

・�　災害発生時、市町村行政との情報共有は非常に重要になります。⑴①に挙げた方法の他に、災害
ボランティアセンターに市町村職員が常駐し情報の共有や各種調整を行った事例があります。

　

官民連携の具体事例
　・行政職員がリエゾン（＝現地との連絡調整役）として、災害 VCに常駐
　➢行政のどの部署に相談し良いかわからない➢リエゾンが適切な部署と交渉➢解決
　・県警がリエゾンとして常駐
　➢交通渋滞を把握しドライバーに迂回ルートを伝えてくれる➢ボランティア送迎がスムーズ
　※岡山県倉敷市社会福祉協議会　佐賀　雅宏氏「平成30年西日本豪雨災害」報告スライドより抜粋

・　北海道胆振東部地震の例
　　発災当初、３町の災害ボランティアセンター内に道職員や町職員が常駐し、連絡調整を実施。

２　地元団体・ボランティアとの連携

・　平成30年西日本豪雨災害広島県東広島市の例（運営に協力する関係団体個人及び役割の一覧）
　

行政・地元団体・NPO等との連携の具体例

②市町村に求められる事（仮置き場、周知）

　

班の名称 主な協力者 業務内容 人数や日数など

ニーズ班
個人ボラ

自治協議会（小学校区）

・�職員が聞き取ったニーズの入力、
整理作業
・ニーズの聞取り、調整などで協力

１～２名（毎日）

一部の地区

受付班
民生委員・児童委員
地区社協役員
個人ボラ

・�電話対応（ボランティア希望者か
らの問い合わせ）
・ボランティア受付、保険加入受付
・�ボランティア名簿、保険加入名簿
入力
・ボランティア見送り、出迎え

合計10名以上（毎日）
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・　北海道胆振東部地震の例（一部、内容が３と重複）
　○安平町…�町内にこども園などを展開する学校法人と協働して運営。（センター長＝社協、副セン

ター長＝こども園園長）
　○厚真町…センター内に青年会議所、社会福祉士会、NPOの拠点を設け活動に従事いただいた。
　○むかわ町…センター内に支援団体が常駐し協働して活動を展開。

３　NPO等民間支援セクターとの連携

　⑴（胆振東部地震）「情報共有会議」：北海道NPOサポートセンターが実施（被災地で開催）
　　趣　旨：被災地で活動する団体それぞれが現状を共有し、課題を解決するために開催
　　参加者：地元行政・社協

4 4 4 4 4 4

、民間活動団体（NPO他）、北海道、北海道社協など（だれでも参加可能）

　⑵北海道災害ボランティアネットワーク会議（災害時）：北海道社協が開催
　　趣　旨：災害ボランティア活動の情報共有と現地災害ボラセンへの繋ぎ
　　参加者：�日本青年会議所北海道地区協議会（JC）、北海道災害対策協議会、日本赤十字社北海道

支部（日赤）、北海道共同募金会（道共募）、北海道民生委員児童委員連盟（道民児連）、
北海道社会福祉士会、日本労働組合総連合会北海道連合会、天理教災害救援ひのきしん
隊、北海道NPOサポートセンター、北海道市長会、北海道町村会、北海道、北の国災
害サポートチーム、北海道地域活動振興協会、協同組合ネット北海道、北海道生活協同
組合連合会、支援P、JVOAD、北海道社協

　⑶�３者連携（行政・社協・NPO等）を図る組織「北の国災害サポートチーム（きたサポ）」が結成
されました（令和元年９月）※詳細は次頁を参照

　　�　令和２年からは北海道域における三者連携を目指し、きたサポ、北海道、北海道社協による三
者会議を実施しております。

４「防災における行政のNPO・ボランティア等との連携・協働ガイドブック」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（内閣府、平成30年４月）

　�地方自治体の職員向けに、ボランティアやNPO等との災害時連携を解説
した冊子です。

　➢内閣府運営のHP「TEAM防災ジャパン」よりダウンロードできます。

マッチン
グ班

大学ボラサークル
マツダ
地区社協・民生委員

・グルーピングの補助
・�作業内容説明、送り出し、ボラン
ティア活動報告聞取り、入力、ニ
ーズ票の整理

大学生５名～（毎日）
マツダ１～２名（毎日）
その他１～２名（毎日）

車両資材
班

施設連（市福祉施設
連協。47施設加盟）
JC、商工会議所、個
人ボラ

・�ボランティア送迎車両、資機材運
搬車両の貸出、運転
・活動資機材の受入
・活動資機材の清掃、メンテナンス

施設連５名～10名（毎日）
＋マイクロバス２台～６
台（毎日）
JC＋商工会議所３名程度
（毎日）
個人２名～（毎日）

救護班 訪問看護有志の会
・けが、熱中症対応
・熱中症対策アドバイス

２名以上（毎日）

１日あたり数十名が協力
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「きたサポ」について ～NPO等の中間支援組織～
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⑵災害ボランティアセンター設置運営マニュアルについて
　災害ボランティアセンター設置運営マニュアルを策定し、定期的に内容の点検・見直しを行いましょ
う。
　また、既に作成している場合には、本書「２ 応急期」の「⑷感染症対策」や「新型コロナウイルス
の感染状況下における『市町村災害VC設置運営マニュアル』の道社協の行動・考え方のポイント」（参
照：Ⅲ 関係資料集）などを参考に、センター運営における感染症対策について検討の上、内容の追加
や見直しを行い、マニュアルの改訂を行いましょう。

・�　マニュアルをもとに実際に災害ボランティアセンター運営のシミュレーションや、様々な
ニーズへだれがどのように対応できるかの検討会を実施してみてください。

１．設置運営訓練
　〇実際の訓練を通してマニュアルの課題を見つけ出し、改善する。
　　（・�ボランティアの導線は適切か？　様式は適切か？　ボランティア保険料は徴収するか？
　　　　�発電機はあるけれどガソリンはどうするの？　感染症対策は万全？など、細かく具体的な課題が出て

きます）
　〇�訓練に、行政職員、町民（自治会、民生委員、ボランティア団体、協力団体、その他関心のある方）とと

もに訓練を行う。
　　（・�それぞれの立場で災害ボランティアセンターにどのように関わる

ことができそうか話し合ってみてください。その結果、それまで
想定できなかった支援や協力関係が生まれる可能性があります）

　〇訓練に、近隣社協職員を運営支援者として招待し共に運営してみる。
　　（・�実際の現場では〝応援者への業務説明や引継ぎ〟が重要な要素に

なり、上手く引継ぎができないと被災地災害 VC職員の業務量増
大と業務の停滞につながります。）

　

◎道内市町村社協の訓練事例

　・A社協…管内の社協および行政が〝運営者〟として参加した訓練を実施。
　　効果：�管内社協同士の連携意識の高まり、参加社協のモチベーションアップ（自社協でも実施して

みたい！）
　　　　　行政職員の災害 VCに対する理解促進

　・B社協…町内ボランティア団体を集め、ボランティアが災害 VC運営者となる訓練を実施。
　　効果：�町民の方に具体的なイメージを持っていただき運営者として協力していただける可能性がア

ップ
　
　・C社協…�短い間隔で訓練を複数回実施（１回目は自社協職員と行政防災担当者で実施。２回目は参

加対象を地域住民へ拡大して実施）
　　効果：�１回目は小規模に行ったので問題点を率直に検討しあうことができ、改善結果を２回目で試

しさらなる改善につながった。

２．様々なニーズへの対応検討会の実施
　〇�　巻末（Ⅲ：関係資料集「胆振東部地震被災者等ニーズの移り変わりと対応例」）に、過去の災害の様々

なニーズに対する行政、社協（災害 VC）、民間団体（NPO）の対応方法を掲載しました。「わが町ならど
のように対応できるだろうか」、行政、社協、その他団体がそれぞれの立場でできることを検討できると
よいでしょう。

　〇�　例えば、「災害ゴミ」取り扱いは、近年の災害で常に課題として取り上げられます。事前にある程度の
役割分担をしておけば、災害発生時の混乱の軽減や災害ボランティアの危険な活動への従事を防ぐことが
できます。（⑴行政、地元の団体・ボランティア、NPO等民間支援団体との連携について「行政との連携
（情報共有）～災害ゴミの取り扱い～」を参照）

　〇�　ただし、「検討会で決めた範囲以外のことはやらない」という視点ではなく、様々な団体や機関と連携
することによって「どうしたら支援できるだろうか」という視点に立って検討することが重要です。

「設置運営訓練」や「各種ニーズへの対応検討会」を実施してみてください！
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Ⅲ　関係資料集





１　様式集

本様式はあくまで例示です。使いやすいように修正して使用して下さい。

　・ボランティア募集チラシ　� 　Ⅲ_１－１
　・ボランティア受付事前登録フォーム（Google フォーム）　� 　Ⅲ_１－２
　・安全に活動するための感染防止対策チェックシート　� 　Ⅲ_１－４
　・被災者向けチラシ　� 　Ⅲ_１－５
　・ボランティア受付票（個人用）　� 　Ⅲ_１－６
　・ボランティア受付票（２回目以降）　� 　Ⅲ_１－７
　・ボランティア受付票（団体用）　� 　Ⅲ_１－８
　・ボランティア活動説明書　� 　Ⅲ_１－９
　・ボランティア活動証明書　� 　Ⅲ_１－11
　・ボランティア依頼票　� 　Ⅲ_１－12
　・ボランティア活動報告書　� 　Ⅲ_１－14
　・相談・苦情対応報告書　� 　Ⅲ_１－15
　・依頼者へのご案内（ボランティア訪問時）　� 　Ⅲ_１－16
　・貸出物品管理票　� 　Ⅲ_１－17
　・ボランティアグループメンバー表　� 　Ⅲ_１－18
　・活動実績報告書（市町村災害VC⇒北海道災害VC）　� 　Ⅲ_１－19
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２　参考資料

　・災害救援活動の支援に関する協定書　� 　Ⅲ_２－１
　　（北海道社協⇔市町村社協）
　・災害支援制度運営要綱、災害支援制度実施要領　� 　Ⅲ_２－４
　　（北海道共同募金会）
　・災害ボランティア活動資機材に係る貸出取扱要領　� 　Ⅲ_２－13
　　（北海道（貸し出し申請先：北海道災害VC））
　・水害ボランティア作業マニュアル　� 　Ⅲ_２－17
　　（特定非営利活動法人レスキューストックヤード）
　・災害ボランティア用活動資機材調達虎の巻　� 　Ⅲ_２－19
　　（災害ボランティア活動支援プロジェクト会議モノ部会）
　・胆振東部地震被災者等ニーズの移り変わりと対応例　� 　Ⅲ_２－35
　　（北海道社会福祉協議会作成）
　・新型コロナウイルス感染が懸念される状況における災害ボランティアセン
　　ターの設置・運営等について～全社協VCの考え方～　� 　Ⅲ_２－41
　　（全国社会福祉協議会作成）
　・新型コロナウイルスの状況下における衛生に配慮した災害ボランティアセ
　　ンター運営上の留意点【第１版】　� 　Ⅲ_２－44
　　（全国社会福祉協議会作成）
　・社協職員の被災地応援派遣における新型コロナウイルス感染予防対策ガイ
　　ドライン【第１版】　� 　Ⅲ_２－48
　　（全国社会福祉協議会作成）
　・災害ボランティアの皆さんへ～活動にあたっての衛生配慮にかかわるガイ
　　ドライン～【第１版】　� 　Ⅲ_２－49
　　（全国社会福祉協議会作成）
　・新型コロナウイルスの感染が懸念される状況におけるボランティア・NPO
　　等の災害対応ガイドライン　� 　Ⅲ_２－50
　　（JVOAD作成）
　・新型コロナウイルスの感染状況下における「市町村災害ボランティアセン
　　ター設置運営マニュアル」の道社協の行動・考え方のポイント【第１版】　� 　Ⅲ_２－56
　　（北海道社会福祉協議会作成）
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３　参考になる文献一覧

災害ボランティアセンター運営に有益な書籍や資料を紹介します。

※数字入りは付属USB参考文献フォルダにファイルを格納しています。
　〇は書籍の紹介のみです。





Ⅲ_3‐1



Ⅲ_3‐2



４　便利なツール一覧

過去の災害VC運営で活用されたツールの一部をご紹介します。
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５　用語集

災害ボランティアなどでよく使われる関連用語をご紹介します。

※東京都災害ボランティアセンターアクションプラン推進会議作成、平成29年２月
　�『災害ボランティア関係用語集』および『静岡県内外の災害ボランティアによる救援活動のた
めの図上訓練　用語集』を参考に作成（一部引用）
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